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○団体・企業の取組

○市町村の取組

市町村名

角田市

多賀城市

・市内にある自動車部品製造メーカーの工場で製造する部品を使用したハイブリッド車を公用
車として2台導入

宮城県農業協同組合中央会
・ホームページにお知らせとして，県民運動について掲載
・各農業協同組合等の直売所で，地場製品を販売

主な取組

・買い替えを予定している市立小中学校等のテレビ，DVDプレーヤー，リース替えを予定してい
る市役所内のパソコンについて，市内に工場のある電機メーカー製にする予定

食品加工製造会社（栗原市） ・設備発注を県内企業に切り替え

切削工具・部品製造会社（栗原市） ・自社部品を使用した最終製品等を工場ギャラリーに展示予定

宮城県中小企業団体中央会
・ホームページにお知らせとして，県民運動について掲載
・機関誌「ESPO」に宣言文を掲載

仙台商工会議所 ・月報「飛翔」に県民運動への協力依頼を掲載（6月号）

財団法人みやぎ産業振興機構 ・メルマガ「みやぎ産業支援ホットライン」に県民運動について掲載

「地産地消に取り組む県民運動」に関する取組事例（6月5日現在）

団体名 内容

社団法人宮城県経営者協会 ・会報「Keikyoリポート」に宣言文を掲載

社団法人東北ニュービジネス協議会 ・ホームページにお知らせとして，県のホームページへのリンク
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多賀城市

岩沼市

登米市

栗原市

※農林水産物関連については，各市町村において既に多様な取組が実施されており，掲載を省略

○プレミアム付商品券の発行状況

イベント等の実施

白石商工会議所 特別割引等を実施（6月）

岩沼市商工会

角田市商工会

丸森町商業協同組合

蔵王町商工会

七ヶ宿町商工会

村田町商工会

柴田町商工会

川崎町商工会

亘理商工協同組合

山元町商業協同組合

多賀城・七ヶ浜商工会

る市役所内のパソコンについて，市内に工場のある電機メーカー製にする予定

・地域の企業の製品認知度向上等を目指した工業見本市を実施予定（市内工場製造の部品
の最終製品を市民にPR）

・行政情報機器のリースについて，市内に事業所がある電機メーカー製品で対応

・市内ものづくり企業の実態調査を実施し，市内製造業者の製造製品をPR・発信

・１割増，５月１４日から販売

・２割増，４月２５日から販売（完売）

・２割増，４月２８日から販売（完売）

・２割増，５月１０日から販売（完売）

・２割増，４月２９日から販売（完売）

・３割増，５月１０日から販売（完売）

・２割増，４月２６日から販売（完売）

・２割増，４月２９日から販売（完売）

・２割増，５月２５日から販売（完売）

・２割増，４月１日から販売（完売）

・２割増，５月１日から販売（完売）

発行団体等
取組内容

塩竈市 ・１割増，４月１５日から販売

・１割増，４月２７日から販売

※各市町村において，職員に対し周知を行うとともに，広報誌への掲載を検討中
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イベント等の実施

松島町商工会

利府町商工会 抽選会の実施

くろかわ商工会 抽選会の実施

加美町商店連合会

美里町商工会

登米地域商工会連絡協議会

東松島市商工会

石巻プレミアム商品券実行委員会 抽選会等の実施

女川町商工会

協同組合本吉スタンプ会
ポイントアップキャンペーン
等の実施

気仙沼新中央商店会

秋保温泉旅館組合

○県の取組

項目

※以上２６団体の取組のほか，仙台商工会議所（4月25日～），名取市商工会（6月1日～），涌谷町商工会（予定）で消費
   拡大イベントを実施

・１．５割増，５月１０日販売

・２割増，４月２０日から販売

・２．５割増，６月１日から販売

内容

「宝の都・大崎」プレミアム商品券実行委員会 ・１．５割増，４月２３日から販売

・１割増，４月２０日から販売

・２割増，４月２６日から販売（完売）

・１割増，４月２０日から販売

・２割増，５月２０日から販売（完売）

・３割増，５月２４日販売（完売）

・２割増，５月２４日から販売（完売）

・１割増，５月１日から

・２割増，４月２５日から販売（完売）

発行団体等
取組内容

・２割増，５月１０日から販売（完売）
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項目 内容

・庁内での事務用品や消耗品等の調達に際し，県産品や県内業者に配慮するよう職員へ周知
予定

物品調達

・県内各団体等のモデル的な取組に関する情報を集約し，県ホームページで紹介

・「県政だより」７月号に地産地消県民運動の特集記事を掲載

・県民運動を周知するためのツールとして，ポスター，チラシ等を作成予定
　（「地産地消に取り組む県民運動」推進事業＝6月補正）

・農林水産物の地産地消県民運動を推進するためのイベントを開催予定
　（農林水産物地産地消推進事業＝6月補正）

普及啓発

・関係団体等に対し，宣言文の趣旨の周知について依頼

・新商品特定随意契約制度を活用し，県内企業が開発した優れた新商品を率先して購入予定
（みやぎ新商品購入促進事業＝6月補正）
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